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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第171期
第１四半期

連結累計(会計)期間

第172期
第１四半期

連結累計(会計)期間
第171期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (百万円) 43,877 41,347 182,814

経常利益 (百万円) 1,216 1,941 6,751

四半期(当期)純利益 (百万円) 628 884 1,913

純資産額 (百万円) 141,499 137,413 136,712

総資産額 (百万円) 314,985 303,292 313,731

１株当たり純資産額 (円) 663.01 644.81 640.36

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

(円) 2.96 4.17 9.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.7 45.1 43.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,725 6,312 10,000

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △12,395 △1,702 △34,804

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,292 △10,504 31,623

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,598 9,299 15,204

従業員数 (名) 3,030 3,057 3,028

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 3,057

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 1,287

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、その内容、構造、形式等は必ずしも一様

ではありません。このため、グループ全体の生産高を表示することは困難であります。そこで、当社の当第

１四半期連結会計期間における主たる品種別生産実績を示すと、次のとおりであります。
　

区分 生産高(ｔ) 前年同四半期比(％)

紙

洋紙 247,852 102.0

板紙 75,708 91.8

合計 323,559 99.4

パルプ 170,061 88.6

　

(2) 受注実績

当社グループは、一部受注生産を行っているものもありますが、大部分は一般市況及び直接需要を勘案

して計画生産を行い、自由契約に基づき販売しております。このため、グループ会社の受注実績を把握す

ることが困難であります。そこで、受注実績については記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

(パルプ・紙製造事業) 　 　

　パルプ・紙製造事業 36,258 94.7

(紙加工品製造事業) 　 　

　紙加工品製造事業 4,175 99.5

(その他の事業) 　 　

　建設業、機械製造・販売・営繕 223 46.9

　その他 688 73.7

　小計 912 64.7

合計 41,347 94.2

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　　　　 (当該割合が100分の10未満の相手先については金額の記載を省略しております。)

　

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

新生紙パルプ商事㈱ 10,185 23.2 9,189 22.2

丸大紙業㈱ 9,389 21.4 9,027 21.8

国際紙パルプ商事㈱ 5,724 13.0 5,645 13.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)

が判断したものであります。
　
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年後半からの急速な景気の悪化が継続し、厳し

い状況となりました。

当社グループにおきましても、景気の後退による需要減の影響が大きく、当初の想定よりも減産を強

化したことにより、主力のパルプ・紙製造事業における洋紙・板紙の販売数量が減少しました。

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は41,347百万円(前年同四半期比5.8％減)となりまし

た。

損益面においては、バイオマス・エネルギーの有効利用や生産効率向上、固定費削減策の実施による

コストダウンを推進したことや、原燃料価格が下落したこと等の影響により当第１四半期連結会計期

間の経常利益は1,941百万円(前年同四半期比59.7％増)、四半期純利益は884百万円(前年同四半期比

40.7％増)となりました。

　

主なセグメント別の業績は、下記のとおりであります。

　

① パルプ・紙製造事業

パルプ・紙製造事業につきましては、北越製紙㈱において、景気後退の影響により、紙・板紙の販

売数量は減少し、減収となりました。しかし、バイオマス・エネルギーの有効利用や生産効率向上、固

定費削減策の実施によるコストダウンを推進したことや、原燃料価格の下落の影響もあり増益とな

りました。

　以上の結果、パルプ・紙製造事業の業績は以下のとおりとなりました。

売上高　　　　36,258百万円(前年同四半期比　  5.3％減)

営業利益　　   1,922百万円(前年同四半期比　638.5％増)
　

② 紙加工品製造事業

紙加工品製造事業につきましては、北越パッケージ㈱において、オフセット輪転印刷機が営業運転

を開始し、飲料用紙容器の販売数量は増加しましたが、他品目の販売数量が減少したことにより減収

となりました。また、減価償却費等の固定費負担が増加したことにより減益となりました。

　以上の結果、紙加工品製造事業の業績は以下のとおりとなりました。

売上高　　     4,175百万円(前年同四半期比　 0.5％減)

営業利益　　     126百万円(前年同四半期比　38.0％減)
　

③ その他の事業

その他の事業につきましては、全般的に外部からの受注が減少し減収減益となりました。

　以上の結果、その他の事業の業績は以下のとおりとなりました。

売上高　　　 　　912百万円(前年同四半期比　35.3％減)

営業利益　　 　　103百万円(前年同四半期比　82.5％減)
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(2) 財政状態の分析

総資産は、前連結会計年度末に比べて10,439百万円減少し、303,292百万円となりました。これは、主

として社債の償還等により現金及び預金が5,920百万円減少したこと、減価償却等により有形固定資産

が2,798百万円減少したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べて11,140百万円減少し、165,878百万円となりました。これは、主と

して第19回無担保社債の償還等により借入金及び社債等の有利子負債の期末残高が9,157百万円減少

し、126,572百万円となったことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べて701百万円増加し、137,413百万円となりました。これは、主とし

て、保有株式の時価上昇によりその他有価証券評価差額金が1,461百万円増加したことによるもので

す。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高は、前第１四半期連結会計期

間末に比べ1,700百万円増加し、9,299百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は6,312百万円(前第１四半期連結会計期間は1,725百万円の支出)と

なりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益1,608百万円、減価償却費4,937百万円、未収消費税

等の減少額2,742百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額1,501百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は1,702百万円(前第１四半期連結会計期間比86.3％減)となりまし

た。

これは主に、有形固定資産の取得による支出1,856百万円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は10,504百万円(前第１四半期連結会計期間は13,292百万円の収入)

となりました。

これは主に、社債の償還による支出10,000百万円であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。
　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりです。
　

①当社の基本方針の内容

当社は、先進の技術と従業員との強固な信頼関係をベースとして、環境負荷を低減した紙素材の提供

を通して、顧客・株主・取引先・地域社会等に貢献できる会社となり、同時に企業価値の長期安定的な

向上を図ることを、経営の最重要課題と認識しております。従いまして、当社の財務および事業の方針

の決定を支配する者は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者で

なければならないと考えております。当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値を増大させ、

株主利益を向上させるものであれば、これを一概に否定するものではありません。会社の支配権の移転

については、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと認識しております。しかしなが

ら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て却って企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する

もの、株主に株式売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件等

について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための充分な時間や情報を提供し

ないもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なからず見受けられま

す。　
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当社の属する製紙産業は、設備の投資から回収まで長期間を要するものであり、中長期的視点での経

営判断が必要とされます。当社は適宜・適切な設備投資を実施し、国際競争力を確保して参りました

が、こうした努力が当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保され、向上させられなくては

なりません。また、当社の競争力の源泉は設備の比較優位性だけでなく、需要家の皆様から当社製品の

品質と短期間での納品をはじめとしたお客様の要請に応えるきめ細かなサービスに対して、多くの御

支持を頂いていることにあります。さらに、当社グループ従業員の一体感を持った、高いモチベーショ

ンや、当社とその事業がなされる地域社会との関係も重要と考えられます。これらが当社の企業価値、

ひいては株主共同の利益の確保・向上にとって不可欠であると考えております。 

当社としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、このような当社の企業価値の源泉

を十分に理解したうえで、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる

者でなければならないと考えております。従いまして、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を毀

損するおそれのある株式の大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし

て不適切であると考えます。
　

②基本方針実現に資する特別な取組み

当社グループは、明治40年の創業以来、一貫して紙素材を社会に提供することにより、社会経済の発

展と生活文化の向上に努めております。また、国際的な競争力を有し、持続的な成長を可能とすること

により企業価値の長期安定的な向上を図ることを、経営の最重要課題と捉え、様々な経営施策を実行し

ております。

具体的には、三菱商事株式会社との業務提携、日本製紙株式会社との戦略的業務提携及び大王製紙株

式会社との技術提携など、企業価値向上につながる提携関係をそれぞれ締結し、これらの多角的な提携

関係により、海外を含めた販路の拡大、有利な原料調達先の確保、相互生産委託による収益性の向上等

の競争力の強化を図っております。

このような中、当社グループではさらなる企業価値の増大を図るため、平成20年４月より平成22年度

までの中期経営計画「Value up-10」（V-10）をスタートさせました。その基本方針は次の通りです。

［Value up－10計画　基本方針］

北越製紙グループは、品質・環境・コストの総合的国際競争力を有する紙作りカンパニーの実現に

向け、Ｎ９事業の早期戦力化を通した洋紙事業の拡充、人財力の活用及びコンプライアンス徹底等の企

業価値増大施策を着実に実行し、全ステーク・ホルダーにとって魅力のある製紙企業となる。

この計画の中核をなすのは、平成20年９月に新潟工場で新たに稼働したＮ９（９号抄紙機）であり

ます。国際化してゆく日本の紙パルプ産業の中でその流れをリードし、さらなる国際競争力の強化を図

るとともに、経営環境の変化に対応して最大限の効果を発現できる人財育成、収益の追求、内部統制管

理体制の強化等を実行してまいります。

当社グループは従来から環境重視を経営課題のひとつに掲げ、Value up-10計画においても重要な取

組事項としております。そのため、他社に先駆けての環境負荷を大幅に低減した無塩素漂白パルプ（エ

コパルプ）の導入、木質系バイオマス発電ボイラーの建設をはじめとしたバイオマス・エネルギーの

活用、輸入チップの全量植林木化等を推進してまいりました。

また、平成20年初頭に発生した再生紙の配合率問題の再発防止策として、受注管理体制の強化や品質

管理室の設置を行ってまいりました。加えて、チーフ・コンプライアンス・オフィサーの設置、内部統

制監査室の機能強化など、当社グループのコンプライアンス体制のさらなる強化に努めてまいりまし

た。今後とも、当社グループ役職員の意識を高めるためのコンプライアンス教育プログラムを積極的に

進め、コンプライアンスを徹底するための体制づくりと意識改革に取り組んでまいります。

しかし、平成20年後半からのサブプライムローン問題に端を発した世界同時不況の急速な拡大によ

り、紙・板紙の需要は大きく減退しております。当社グループにおきましても、平成20年９月に稼働し

たＮ９を長期間停止する等、大規模な生産調整を余儀なくされました。当社取締役会においては、長期

化する紙・板紙の需給ギャップを解消し、今後の適正な生産体制を構築するため、平成21年３月27日に

「生産設備の一部停止」を決議し、長岡工場及び関東工場（市川）において、計３台の生産設備を停止

し、固定費の削減と集中生産による効率向上を図ることにいたしました。
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さらに、当社は平成21年３月27日に当社を完全親会社、紀州製紙株式会社を完全子会社とする株式交

換契約を締結いたしました。紀州製紙株式会社との経営統合は、当社の課題である特殊紙及び洋紙の非

塗工紙分野の競争力を飛躍的に向上させるものであります。また、地理的な補完関係による効率的な製

品物流体制の構築や原燃料の共同購買などを通じて、コスト面でも大きなシナジー効果が見込まれま

す。そして、今回の経営統合により、当社グループは、洋紙、白板紙、特殊紙を展開する特色ある製紙メー

カーグループとして強力なコスト競争力、収益力の向上を実現してまいりたいと考えております。

当社グループでは、当社グループの原点である「北越製紙企業理念」のもと、効率経営、環境経営を

通じて持続的成長を果たすとともに、総てのステークホルダーの皆様の信頼に基づき、社会へより貢献

できる企業へ成長し、さらに企業価値を高めてまいります。
　

③基本方針に照らして不適切な者によって当該株式会社の財務および事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取組み

買付者等から大量の株式買付等の提案があった場合において、当社の株主の皆様が、当社の有形無形

の経営資源、中長期的に将来を見据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する多様な諸

要素を十分に把握した上で、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に及ぼす影響を適

切に判断することは必ずしも容易でないものと思料されます。そこで、当社は、当社株式に対する買付

等が行われた場合、買付等に応じるか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提

案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能

とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止するため、平成21年４

月30日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基

本方針（以下「基本方針」という。）を決定するとともに、基本方針に照らして不適切な者によって当

社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、本株主総会で株主

の皆様のご承認をいただくことを条件に平成21年６月26日開催の第171回定時株主総会（以下「本株

主総会」という。）において、基本的スキームは維持し、一部修正を行った「当社株式の大量取得行為

に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」という。）を更新することを決議し、本プランは

本株主総会において株主の皆様のご承認をいただき、更新されました。更新後の本プランの概要は以下

のとおりです。

本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社株式の

20％以上の買付等が行われる場合に、買付者等に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、

当社が、当該買付等についての情報収集・検討等を行う期間を確保した上で、株主に対して当社経営陣

の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続を定めるものです。

買付者等が、本プランに定める手続に従うことなく買付等を行う場合や、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合など、買付等が本プラン

に定められた客観的な発動要件に該当し、対抗措置を発動することが相当であると認められる場合は、

当社は、会社法その他の法律および当社定款が当社取締役会の権限として認める措置(以下「対抗措

置」という。)をとり、当該買付等に対抗することがあります。当社取締役会は、具体的にいかなる対抗

措置を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとし

ますが、現時点における具体的な対抗措置としては、新株予約権の無償割当てを行うことを予定してお

り、その場合には、当該買付者等による権利行使は認められないなどの差別的行使条件および当該買付

者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得するなどの差別的取得条項等の条項が付され

た新株予約権を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法(会社法第277条以降に

規定されます。）により割り当てます。

なお、対抗措置の発動、不発動又は中止等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を排するた

め、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会の判断を経るとともに、株主に対して適

時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。

EDINET提出書類

北越製紙株式会社(E00645)

四半期報告書

 8/27



本プランの有効期間は、平成22年３月期に係る定時株主総会の終結時までとし、本プランの有効期間

の満了前であっても、当社の株主総会において本プランを変更又は廃止する旨の決議が行われた場合

には、本プランは当該決議に従いその時点で変更又は廃止されます。また、当社取締役会により本プラ

ンを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されます。

本プランの導入（更新）時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主

および投資家の皆様の権利に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、対抗措置が発動さ

れ、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主の皆様が新株予約権の行使および行使価額相当の金

銭の払込を行わないと、他の株主の皆様による新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈

化することになります。但し、当社は、買付者等以外の株主の皆様から本新株予約権を取得し、それと引

換えに当社株式を交付することがあります。当社がかかる取得の手続を取った場合、買付者等以外の株

主の皆様は、新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込をせずに当社株式を受領することと

なり、その保有する当社株式の希釈化は原則として生じません。
　

④取組みが株主の共同の利益を損なうものでなく、会社役員の地位の維持を目的とするものではない

ことに関する取締役会の判断及びその判断にかかる理由

本プランは、当社株式に対する買付等が行われた場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆

様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の

皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。従いまして、本プランは、当社

の基本方針に沿うものであって、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値

・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(企業価値・株

主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則)も完全に充足

しています。

当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プラ

ンの発動等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しておりま

す。独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外監査役または社外の有識者

のいずれかに該当する委員３名以上により構成されます。また、独立委員会の判断の概要については株

主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本プ

ランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。本プランの発動については、予め定められた

合理的な客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会によ

る恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

このように、本プランは高度の合理性を有しており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資す

るものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は326百万円であります。

当第１四半期連結会計期間における研究開発活動の状況の重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末において計画中であった、北越パッケージ㈱勝田工場オフセット輪転印刷機新設

につきましては、平成21年６月に完了し、同月より営業運転を開始しております。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 214,052,054 214,052,054

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
500株でありま
す。

計 214,052,054 214,052,054 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 
(百万円)

資本金残高
 
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年６月30日 ― 214,052 ― 42,020 ― 40,244

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。
　

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
― ―普通株式

1,343,500
(相互保有株式)

― ―普通株式
1,369,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

421,707 ―
210,853,500

単元未満株式
普通株式

― ―
485,554

発行済株式総数 214,052,054― ―

総株主の議決権 ― 421,707 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

北越製紙㈱
新潟県長岡市西蔵王
３丁目５－１

1,343,500 ― 1,343,5000.63

(相互保有株式) 　 　 　 　 　

丸大紙業㈱
東京都千代田区神田錦町
３丁目３

1,306,000 ― 1,306,0000.61

北越協立㈱
新潟県新潟市北区島見町
4936

40,000 ― 40,000 0.02

㈱ニッカン
新潟県長岡市西蔵王
３丁目５－１

23,500 ― 23,500 0.01

計 ― 2,713,000 ― 2,713,0001.27

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 447 461 488

最低(円) 397 420 428

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)における市場相場であります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期連結

財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当

第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,392 15,313

受取手形及び売掛金 53,386 52,142

商品及び製品 11,201 10,737

仕掛品 1,234 1,022

原材料及び貯蔵品 9,885 11,794

その他 4,398 7,220

貸倒引当金 △44 △22

流動資産合計 89,454 98,206

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※２
 63,702

※２
 63,389

減価償却累計額 △31,421 △30,946

建物及び構築物（純額） 32,280 32,442

機械、運搬具及び工具器具備品 ※２
 355,954

※２
 353,836

減価償却累計額 △221,705 △217,384

機械、運搬具及び工具器具備品（純
額）

134,248 136,452

建設仮勘定 － 1,573

その他 13,924 12,783

有形固定資産合計 180,453 183,252

無形固定資産 884 888

投資その他の資産 32,499 31,384

固定資産合計 213,837 215,524

資産合計 303,292 313,731
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,349 19,559

短期借入金 50,397 50,999

コマーシャル・ペーパー 3,000 －

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 510 1,641

引当金 987 2,093

その他 9,973 8,800

流動負債合計 83,219 93,093

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 52,707 54,266

退職給付引当金 8,210 8,089

その他の引当金 329 346

負ののれん 194 3

その他 1,217 1,219

固定負債合計 82,659 83,925

負債合計 165,878 177,019

純資産の部

株主資本

資本金 42,020 42,020

資本剰余金 40,244 40,244

利益剰余金 54,527 54,919

自己株式 △1,089 △1,081

株主資本合計 135,702 136,102

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,153 △307

繰延ヘッジ損益 △45 81

評価・換算差額等合計 1,107 △226

少数株主持分 603 835

純資産合計 137,413 136,712

負債純資産合計 303,292 313,731
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 43,877 41,347

売上原価 37,494 33,497

売上総利益 6,383 7,849

販売費及び一般管理費 ※１
 5,633

※１
 5,556

営業利益 749 2,293

営業外収益

受取利息 15 9

受取配当金 608 365

その他 315 181

営業外収益合計 939 556

営業外費用

支払利息 382 424

設備休止費用 － 409

その他 90 75

営業外費用合計 473 909

経常利益 1,216 1,941

特別利益

固定資産売却益 ※２
 12

※２
 1

貸倒引当金戻入額 3 2

特別利益合計 16 3

特別損失

固定資産除売却損 ※３
 154

※３
 37

投資有価証券評価損 1 299

特別損失合計 155 336

税金等調整前四半期純利益 1,076 1,608

法人税、住民税及び事業税 507 511

法人税等調整額 △94 202

法人税等合計 412 713

少数株主利益 35 10

四半期純利益 628 884
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,076 1,608

減価償却費 3,336 4,937

退職給付引当金の増減額（△は減少） 113 120

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 －

受取利息及び受取配当金 △623 △375

支払利息 382 424

固定資産除売却損益（△は益） 141 36

売上債権の増減額（△は増加） △222 △1,243

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,117 1,232

未収消費税等の増減額（△は増加） － 2,742

仕入債務の増減額（△は減少） 1,253 △1,261

未払消費税等の増減額（△は減少） 51 383

その他 △1,530 △765

小計 △152 7,839

利息及び配当金の受取額 635 387

利息の支払額 △337 △412

法人税等の支払額 △1,871 △1,501

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,725 6,312

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △16 △4

定期預金の払戻による収入 30 20

投資有価証券の取得による支出 △21 △70

投資有価証券の償還による収入 1,000 －

有形固定資産の取得による支出 △13,378 △1,856

有形固定資産の売却による収入 19 2

貸付けによる支出 △11 △14

貸付金の回収による収入 5 9

その他 △22 211

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,395 △1,702

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 326 80

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 7,000 3,000

長期借入れによる収入 18,000 －

長期借入金の返済による支出 △745 △2,240

社債の償還による支出 △10,000 △10,000

配当金の支払額 △1,278 △1,278

少数株主への配当金の支払額 △6 △12

自己株式の取得による支出 △2 △7

その他 － △46

財務活動によるキャッシュ・フロー 13,292 △10,504

現金及び現金同等物に係る換算差額 64 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △764 △5,904

現金及び現金同等物の期首残高 8,363 15,204

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,598

※1
 9,299
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

(四半期連結貸借対照表)

前第１四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「建設仮勘定」(当第１四半期連結会計期間1,137

百万円)については、資産総額の100分の10を下回ったため、当第１四半期連結会計期間より有形固定資産の「その

他」に含めて表示しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書)

前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業活動によるキャッシュ・フローの「役員退職

慰労引当金の増減額(△は減少)」(当第１四半期連結累計期間△17百万円)は金額が僅少なため、当第１四半期連結

累計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。

前第１四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

した「未収消費税等の増減額(△は増加)」(前第１四半期連結累計期間△987百万円)については、金額的重要性が増

したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　固定資産の減価償却費の算

定方法

固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基づく

年間償却予定額を期間按分する方法によっております。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

２　法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算

定方法

 

法人税等の納付額の算定に関して、四半期連結財務諸表提出会社においては、加

味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっておりま

す。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会

計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方

法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

　１　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金等の

債務保証を行っております。

　１　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金等の

債務保証を行っております。

日伯紙パルプ資源開発㈱(注１) 23,704百万円

Adelaid Blue Gum Pty Ltd.83

特別住宅資金(従業員) 6

計
23,793百万円

 

(注１)　連帯保証による債務保証のうち当社負担額は

223百万円であります。

※２　有形固定資産の圧縮記帳

国庫補助金等の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 8百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 3,837

日伯紙パルプ資源開発㈱(注１) 23,704百万円

Adelaid Blue Gum Pty Ltd.67

特別住宅資金(従業員) 7

計
23,779百万円

 

(注１)　連帯保証による債務保証のうち当社負担額は

223百万円であります。

※２　有形固定資産の圧縮記帳

国庫補助金等の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 8百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 3,837

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及びその金額

は次のとおりです。

運送費 2,291百万円

販売諸費 1,446

給料手当 629

賞与引当金繰入額 184

退職給付費用 47

※２　固定資産売却益は、機械、運搬具及び工具器具備品

によるものです。

※３　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物除却損 4百万円

機械、運搬具及び
工具器具備品除却損

55

撤去費用ほか 94

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及びその金額

は次のとおりです。

運送費 2,202百万円

販売諸費 1,391

給料手当 640

賞与引当金繰入額 177

退職給付費用 56

※２　固定資産売却益は、機械、運搬具及び工具器具備品

によるものです。

※３　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物除却損 0百万円

機械、運搬具及び
工具器具備品除却損

6

撤去費用ほか 31

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金 7,705百万円

　預入期間が３ヶ月を超える
　定期預金

△106　〃

　現金及び現金同等物 7,598百万円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金 9,392百万円

　預入期間が３ヶ月を超える
　定期預金

△92　〃

　現金及び現金同等物 9,299百万円
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(株主資本等関係)

　

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 214,052

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 1,881

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,276 6.00平成21年３月31日 平成21年６月29日

　
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】
　

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
パルプ・紙　
製造事業
(百万円)

紙加工品　　製
造事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
 
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
 
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

38,270 4,196 1,411 43,877 ― 43,877

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

325 6 18,917 19,250(19,250) ―

計 38,596 4,203 20,328 63,127(19,250)43,877

営業利益 260 204 592 1,056 (306) 749

　
(注) １　事業区分の方法

事業区分は、製品の製造方法の類似性等を考慮して区分しております。

２　各事業の主な事業

パルプ・紙製造事業 ………… 　パルプ・紙の製造販売

紙加工品製造事業　 ………… 　紙加工品の製造販売

その他の事業　　　 ………… 　木材事業、建設業、機械製造・販売・営繕、パルプ等諸資材の輸入・販売、不動

産売買、運送・倉庫業、古紙卸業、その他

３　四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　　　（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準

第９号)を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業費用はパルプ・紙製造事業が67百万円、紙加工

品製造事業が16百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。

４　追加情報

　　　（有形固定資産の耐用年数の変更）

「追加情報」に記載のとおり、法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４

月30日　法律第23号)に伴い、法定耐用年数及び資産区分が見直されました。これにより、当第１四

半期連結会計期間より耐用年数を変更しております。

　この変更により営業費用はパルプ・紙製造事業が176百万円、その他の事業が0百万円増加し、営

業利益はそれぞれ同額減少しております。
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当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　
パルプ・紙　
製造事業
(百万円)

紙加工品　　製
造事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
 
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
 
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

36,258 4,175 912 41,347 ― 41,347

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

357 4 5,397 5,759 (5,759) ―

計 36,616 4,180 6,309 47,106(5,759)41,347

営業利益 1,922 126 103 2,153 140 2,293

　
(注) １　事業区分の方法

事業区分は、製品の製造方法の類似性等を考慮して区分しております。

２　各事業の主な事業

パルプ・紙製造事業 ………… 　パルプ・紙の製造販売

紙加工品製造事業　 ………… 　紙加工品の製造販売

その他の事業　　　 ………… 　木材事業、建設業、機械製造・販売・営繕、パルプ等諸資材の輸入・販売、不動

産売買、運送・倉庫業、古紙卸業、その他

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しておりま

す。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

644.81円
　

640.36円
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 137,413 136,712

普通株式に係る純資産額(百万円) 136,810 135,876

差額の主な内訳(百万円) 　 　

　少数株主持分 603 835

普通株式の発行済株式数(千株) 214,052 214,052

普通株式の自己株式数(千株) 1,881 1,863

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

212,170 212,189

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2.96円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

―
　

１株当たり四半期純利益金額 4.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

―

　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 　 ２　１株当たり四半期純利益金額算定上の基礎

項目

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 628 884

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 628 884

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 212,264 212,179

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月14日

北越製紙株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　二ノ宮　隆　雄　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　永　井　　　勝　　印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北越

製紙株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北越製紙株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月12日

北越製紙株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　二ノ宮　隆　雄　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　永　井　　　勝　　印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北越

製紙株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北越製紙株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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